
報を公開することにより、市民の知る権利を確保し
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的 、市民と市との情報の共有化を図る。
展開方向

、適切な文書管理を行います。
・情報公開条例に基づく公開請求の受付及び公開の実施。 ・情報公開請求の受付、相談及び実施。
・審議会等の会議の開催のお知らせ、会議録の公表。 ・情報公開実施状況の作成及び公表。
・我孫子市情報公開・個人情報保護審査会の運営。 当該年度 ・審議会等の会議開催のお知らせ。
・自治会からの陳情・要望、これらに対する市の回答の取りまとめ及び公表。 執行計画 ・自治会からの要望・陳情と市の回答の公表。

(3)事業内容 内　　容 ・公職にある者からの要望等の取りまとめ。 ・公職にある者から受けた提言・要望等の目録作成と公表。

情報公開請求件数 想定値 100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 121

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 情報公開請求に対する決定を条例解釈上適正なものとし、審査請求に対する認容裁決がないようにする。 間接 情報公開請求全体に占める適正な情報公開の割合（全請求－審査請求 ％ 99.17 100
を認容裁決する件数／請求全体の件数）

令和 3年度 情報公開請求に対する決定を条例解釈上適正なものとし、審査請求に対する認容裁決がないようにする。 間接 情報公開請求全体に占める適正な情報公開の割合（全請求－審査請求 % 100
を認容裁決する件数／請求全体の件数）

令和 4年度 情報公開請求に対する決定を条例解釈上適正なものとし、審査請求に対する認容裁決がないようにする。 間接 情報公開請求全体に占める適正な情報公開の割合（全請求－審査請求 ％ 100
を認容裁決する件数／請求全体の件数）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

情報公開制度会議出席旅費 8 情報公開制度会議出席旅費 10 0 情報公開制度会議出席旅費 10 情報公開制度会議出席旅費 10
嘱託職員報酬等（１号１人） 874 パートタイム会計年度任用職員（事務補 819 814 パートタイム会計年度任用職員（事務補 819 パートタイム会計年度任用職員（事務補 819
情報公開・個人情報保護審査会報酬 53 情報公開・個人情報保護審査会報酬 53 25 情報公開・個人情報保護審査会報酬 53 情報公開・個人情報保護審査会報酬 53
コンシェルジュデスク利用料 79 コンシェルジュデスク利用料 80 80 コンシェルジュデスク利用料 80 コンシェルジュデスク利用料 80

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,014 合　　計 962 919 合　　計 962 合　　計 962
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,014 962 919 962 962

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72
正職員人件費 6,336 6,264 6,264 6,264 6,264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 874 819 819 876 876
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,350 7,226 7,183 7,226 7,226
(11)単位費用

122.5千円／件 72.26千円／件 59.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民と市が協働でまちづくりを進めるために、市民との情報の共有が不可欠である。そのために、市が保有する情報を積 ●①事前確認での想定どおり
極的に公開する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

各種資料の公表や情報公開制度を利用した情報公開により、市民が市政に参加することができるよう情報の共有化を図る
ことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市と市民が協働してまちづくりを行うためには、市が保有す

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る情報を積極的に公開する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.17 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

条例の適正な解釈運用を、全庁に周知しきれなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99 99
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,226 124 7,183 99.4
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.38

％ 10万円 1.38 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
情報公開制度による市政情報の市民への提供は、市民と市が協働でまちづくりを進める上で不可欠であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 39 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 情報公開事務事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,226 千円 (うち人件費 6,264 千円）⑦事業費
総事業費 8,546 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図りま 情報公開条例を適正に運用し、市民が必要とする市政情



積極的に提供し、市民と市との情報の共有化を図る。
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的
展開方向

、適切な文書管理を行います。
我孫子市史、各種計画書、予算書、調査書などの行政資料を適宜配架し、いつでも市民等が自由に閲覧する ・市の計画書、年報、調査書等の市の行政資料の収集及び提供
ことができるようにする。 ・公表コーナーの管理(自治会からの要望と回答、審議会等の会議録、主要事務事業、パブリックコメント
市史、予算書、各種計画書等有償刊行物の販売を行う。 当該年度 の募集とその結果）
新聞から市政運営に参考となる情報を収集する。 執行計画 ・有償刊行物の販売

(3)事業内容 内　　容 ・行政情報の収集及び発信

行政情報資料室で閲覧している市役所作成資料の冊数 想定値 923当該年度
単位 冊

活動結果指標 実績値 1,160

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 行政情報資料室で備えるべき市作成資料をすべて備え、かつ、最新のものに更新する。 直接 行政情報資料室に備えてある資料冊数／行政情報資料室で備えておく ％ 100 100
べき資料冊数（備えてある資料数＋請求されたが無かった資料数）

令和 3年度 行政情報資料室で備えるべき市作成資料をすべて備え、かつ、最新のものに更新する。 直接 行政情報資料室に備えてある資料冊数／行政情報資料室で備えておく % 100
べき資料冊数（備えてある資料数＋請求されたが無かった資料数）

令和 4年度 行政情報資料室で備えるべき市作成資料をすべて備え、かつ、最新のものに更新する。 直接 行政情報資料室に備えてある資料冊数／行政情報資料室で備えておく % 100
べき資料冊数（備えてある資料数＋請求されたが無かった資料数）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等（１号１人） 1,094 パートタイム会計年度任用職員（事務補 1,024 1,018 パートタイム会計年度任用職員（事務補 1,024 パートタイム会計年度任用職員（事務補 1,024
コピー機保守料 242 コピー機保守料 230 200 コピー機保守料 230 コピー機保守料 230
コピー機の使用料 124 コピー機の使用料 124 124 コピー機の使用料 124 コピー機の使用料 124
資料室資料・事務用消耗品費 375 資料室資料・事務用消耗品費 385 380 資料室資料・事務用消耗品費 385 資料室資料・事務用消耗品費 385

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,835 合　　計 1,763 1,722 合　　計 1,763 合　　計 1,763
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,735 1,663 1,722 1,663 1,663

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 100 □特会 □受益 □基金 ■その他 100 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 100 □特会 □受益 □基金 ■その他 100
換算人数(人) 0.56 0.56 0.56 0.56 0
正職員人件費 4,928 4,872 4,872 4,872 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,094 1,024 1,024 1,094 1,094
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,763 6,635 6,594 6,635 1,763
(11)単位費用

7.33千円／冊 7.19千円／冊 5.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政の公正な運営及び透明化を図ること並びに市と市民との協働により市政を運営するためには、行政情報を情報公開の ●①事前確認での想定どおり
手続きを取らずとも、いつでも自由に得られるよう、常に資料を整備・管理する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民へ市政情報を積極的に提供することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民へ市政情報を積極的に提供することができた。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

行政情報資料室に備えておくべき資料を漏れなく備えた。
■④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,635 128 6,594 99.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.51

％ 10万円 1.52 100.66

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民が必要とする市政に関する情報を提供する必要があるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 40 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 行政情報資料室の管理・運営 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,635 千円 (うち人件費 4,872 千円）⑦事業費
総事業費 7,234 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図りま 情報公開の一環として、市が保有する情報を



りま 情報公開制度に対応できるよう、文書の保管・廃棄の方法を全庁的に統一して文書の検索性を高め、求めに
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的 応じ速やかに提供することができる適切な文書管理システムを確立する。
展開方向

、適切な文書管理を行います。
全ての文書を個別フォルダーに収納して専用のキャビネットで保管し、ファイル基準表によって個別フォル 保存期間の過ぎた文書の各課への返却
ダーを管理し、年度終了時には廃棄すべき文書及び保存年限の切れた文書を廃棄し、保存すべき文書をファ ３年以上保存する文書の各課から文書管理課への引継ぎ
イル基準表により保存年限・保存箱番号を入れて引継ぎ、一括管理する。ファイリングシステムがそれぞれ 当該年度 前期ファイリングシステム点検指導（文書事務監視委員会による点検指導　４日間）
の課で適切に維持されているかを、年2回、文書事務監視委員会により点検する。 執行計画 後期ファイリングシステム点検指導（文書事務監視委員会による点検指導　４日間）

(3)事業内容 内　　容

ファイリングを実施している全ての課・担当の数 想定値 76当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 75

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総合評価Ａ～Ｅの５段階中、Ｂ評価以上の割合を上げる 直接 全体の課に対する、維持管理点検指導（年２回）における総合評価で ％ 66 68
Ｂ評価以上となった課・担当の割合

令和 3年度 総合評価Ａ～Ｅの５段階中、Ｂ評価以上の割合を上げる 直接 全体の課に対する、維持管理点検指導（年２回）における総合評価で ％ 70
Ｂ評価以上となった課・担当の割合

令和 4年度 総合評価Ａ～Ｅの５段階中、Ｂ評価以上の割合を上げる 直接 全体の課に対する、維持管理点検指導（年２回）における総合評価で ％ 72
Ｂ評価以上となった課・担当の割合

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ファイリング消耗品費 1,277 ファイリング消耗品費 1,399 973 ファイリング消耗品費 1,399 ファイリング消耗品費 1,399
文書保管キャビネット購入費 1,142 文書保管キャビネット購入費 1,130 911 文書保管キャビネット購入費 1,130 文書保管キャビネット購入費 1,130
文書保存・廃棄委託料 5,583 文書保存・廃棄委託料 6,035 5,432 文書保存・廃棄委託料 6,035 文書保存・廃棄委託料 6,035
文書保存箱印刷製本費 385 文書保存箱印刷製本費 380 355 文書保存箱印刷製本費 380 文書保存箱印刷製本費 380

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,387 合　　計 8,944 7,671 合　　計 8,944 合　　計 8,944
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,387 8,944 7,671 8,944 8,944

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65
正職員人件費 5,720 5,655 5,655 5,655 5,655

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,107 14,599 13,326 14,599 14,599
(11)単位費用

190.64千円／件 192.09千円／件 177.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

情報公開制度は、行政の説明責任を果たし、市民の知る権利を補償する制度であり、この制度を円滑に、かつ確実に行う ●①事前確認での想定どおり
ためのシステムがファイリングシステムである。従って、このファイリングシステムを維持向上してゆくことが、情報公 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 開制度の適切な運営につながるため、必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

個人情報を含む情報を適切に取り扱い、情報公開請求に適正に対応するために、ファイリングシステムの基準を守り、適
正に情報を管理することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が保有する文書は、個人情報を含むものであり、また、情

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 報公開制度に対応するため、市が適正に文書を管理しなけれ
□その他 　促進された ばならない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
66 68 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ファイリングシステム維持管理点検指導において適正な文書管理についてアドバ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 64 94.12

イスし、改善が図られたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,599 △492 13,326 91.28
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

年間を通して消耗品の使用を少なくするよう努めた結果、全体的に削減
となった。また保存文書保管業務において事前の想定より少ない結果と

△3.49 なった。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47

％ 10万円 0.48 102.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
維持管理については、達成率が下降している。
また、文書の保存については、書庫や執務室内に保管している文書の保存年限が適切か、不要な文書を保存していないかなどを、
今後も継続して検証し、紙文書の削減に努めていくとともに、前年度から継続して紙文書の電子データへの移行やマイクロフィルム化の実現に
向けての課題への対応を図りながら、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 41 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政文書管理業務 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 ファイリングシステム維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,144 千円 (うち人件費 5,655 千円）⑦事業費
総事業費 12,998 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,599 千円 (うち人件費 5,655 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図



る基本的な統計データを市民と市が
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的 共有する。
展開方向

、適切な文書管理を行います。
国や県が実施する国勢調査、事業所･企業統計調査、農林業センサス、工業統計調査、千葉県毎月常住人口 ２０２１年１月までに庁内関係課及び関係機関からデータを収集し、統計書として整理後、翌年５月までに
調査などで得られたデータや民間企業が所有する我孫子市に関する基本的なデータを収集し、市ホームペー 市ホームページへの掲載及び統計書の作成。（年１回）
ジへの掲載及び統計書の作成。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

ホームページへの掲載回数 想定値 1当該年度
単位 発行数

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予定どおり完了し、多くの市民や企業に利用してもらう。 間接 期限までに取りまとめる。 ％ 100 100

令和 3年度 予定どおり完了し、多くの市民や企業に利用してもらう。 間接 期限までに取りまとめる。 ％ 100

令和 4年度 予定どおり完了し、多くの市民や企業に利用してもらう。 間接 期限までに取りまとめる。 ％ 100

文書管理課統計担当は選挙管理委員会事務局と併任のため、選挙が重なる年は業務の負担が大きい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

2018統計書作成 0 2019統計書作成 0 0 2020統計書作成 0 2021統計書作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.19 0.18 0.18 0.19 0.19
正職員人件費 1,672 1,566 1,566 1,653 1,653

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,672 1,566 1,566 1,653 1,653
(11)単位費用

1,672千円／発行数 1,566千円／発行数 1,566
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会・経済の状況が大きく変化する中で経年変化を捉えて行政施策の企画・立案・評価のための基礎資料とするとともに ●①事前確認での想定どおり
、個々の世帯や企業が的確な意思決定を行う上で重要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

関係機関との連携により、５月中に統計書の作成及びホームページへの掲載を実施。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に事務を執行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,566 106 1,566 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.39

％ 10万円 6.39 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
統計書の作成は、市の実態を周知する点においては有効な手法である。職員体制については、選挙管理委員会事務局と併任のため、慢性的な職
員不足である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 64 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 統計書作成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,566 千円 (うち人件費 1,566 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図りま 我孫子市の人口・産業・社会福祉・教育・文化などの広範な分野にわた



運営を図る。
展開方向

各所管課からの依頼により、例規の制定改廃、議案の提出その他法令等に基づく公示行為を行う。また、こ ①例規（条例を除く。）の制定改廃及び法令等に義務付けられた公示行為　随時対応
れらの行為が法令等に適合しているか、条文が適切に表現されているか、条文に矛盾がないか等審査し、手 ②議決事件（条例の制定改廃を含む。）に関するもの
続を執る。議決後又は決裁後、必要に応じ公示し、例規に関しては例規集を整備する。 当該年度 　４・７・１０・１月　議案提出依頼の受付　　

執行計画 　５・８・１１・２月　議案の審査及び作成   
(3)事業内容 内　　容 　６・９・１２・３月　議案の送付・議決後会議結果（法令に定められたもの）の公示　

例規等の審査件数 想定値 500当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 601

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 担当職員の法制執務能力を高める。 直接 例規等の審査件数に対する制定改廃件数及び公示件数の割合 ％ 100 100
（制定改廃件数及び公示件数／審査件数）

令和 3年度 担当職員の法制執務能力を高める。 直接 例規等の審査件数に対する制定改廃件数及び公示件数の割合 ％ 100
（制定改廃件数及び公示件数／審査件数）

令和 4年度 担当職員の法制執務能力を高める。 直接 例規等の審査件数に対する制定改廃件数及び公示件数の割合 ％ 100
（制定改廃件数及び公示件数／審査件数）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

例規データベース維持更新委託料 827 例規データベース維持更新委託料 836 836 例規データベース維持更新委託料 836 例規データベース維持更新委託料 836
例規等検索システム使用料 458 例規等検索システム使用料 462 462 例規等検索システム使用料 462 例規等検索システム使用料 462
法令改廃・例規整備情報利用料 223 法令改廃・例規整備情報利用料 225 225 法令改廃・例規整備情報利用料 225 法令改廃・例規整備情報利用料 225
コンシェルジュデスク利用料 160 コンシェルジュデスク利用料 161 161 コンシェルジュデスク利用料 161 コンシェルジュデスク利用料 161
法令追録・図書購入費 1,554 法令追録・図書購入費 1,556 1,192 法令追録・図書購入費 1,556 法令追録・図書購入費 1,556
法令＋通知オプション利用料 209 法令＋通知オプション利用料 211 211 法令＋通知オプション利用料 211 法令＋通知オプション利用料 211

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,431 合　　計 3,451 3,087 合　　計 3,451 合　　計 3,451
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,431 3,451 3,087 3,451 3,451

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.35 2.35 2.35 2.35 2.35
正職員人件費 20,680 20,445 20,445 20,445 20,445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,111 23,896 23,532 23,896 23,896
(11)単位費用

48.22千円／件 47.79千円／件 39.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・行政行為は、法令、条例等を根拠に行われることを原則としており、特に市民等に対し義務を課したり、権利を制限す ●①事前確認での想定どおり
るような行為、罰則を課す行為は、法令又は条例（５万円以下の過料にあっては規則）に根拠を要する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・したがって、市におけるあらゆる行政行為が、適法に行われるには、例規が適法に機能している必要があり、その手続 ○要
   背景は？(事業の必要性) は、正確かつ迅速に行われなければならない。　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・また、議決事件の処理についても、法律が求める行為であることから、その運用は適正に行われなければならない。 行政事務全般において例規が適法に機能しているか、公示行為等の手続が適正に行われているかなどの審査を政策法務室
・以上のことから、例規議案審査事務を包括的に実施する必要がある。　　　　　　　　　　 において包括的に対応することにより、事業の目的を達成することができた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 市の例規の制定改廃の必要性の有無、時期等、市の事業に精 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 通している必要があるとともに、迅速性が求められるため。 ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 例規の制定改廃の必要性の有無、方法、時期等市の事業に精通している必要があるとともに、迅速性及び関係各課との調
実現が図られる 整が求められるため。

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正に事務処理を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,896 215 23,532 98.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.42

％ 10万円 0.42 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
各課の職員に対する法制執務上の助言及び指導を行うとともに、審査事務や研修等を通して職員の政策法務能力を高め、適切な政策を法制度化
することが必要であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 66 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 例規議案等審査事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 2.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,896 千円 (うち人件費 20,445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市例規の制定改廃、議決事件その他法令等に義務付けられた公示行為について、その手続を適法に、正確か
施策目的・

(2)目的 事業目的 つ迅速に行い、適正な行政



個人情報の収集制限、｢個人情報ファイル」の取扱い、個人情報の目的外利 ・個人情報の取扱について、職員への個人情報保護制度の指導(各課通知）
用及び提供の制限などについて、職員に周知する。 ・個人情報の開示請求、訂正請求、利用停止請求の相談、受付
・個人情報保護審議会の運営。 当該年度 ・個人情報ファイルの公表
・個人情報の適正な管理について、管理状況を確認し、適性な管理方法について職員に指導周知する。 執行計画 ・個人情報保護審議会の開催と資料作成

(3)事業内容 内　　容 ・個人情報の開示、訂正、利用停止請求の受付等を行う。 ・出資法人への個人情報保護制度の支援
・個人情報保護に関する市民への情報提供
個人情報の管理状況についての点検回数 想定値 2当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 個人情報の適正な取扱い及び管理に関する職員の意識の向上 直接 個人情報の管理状況についての点検回数 回 2 2

令和 3年度 個人情報の適正な取扱い及び管理に関する職員の意識の向上 直接 個人情報の管理状況についての点検回数 回 2

令和 4年度 個人情報の適正な取扱い及び管理に関する職員の意識の向上 直接 個人情報の管理状況についての点検回数 回 2

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等（１号１人） 219 パートタイム会計年度任用職員（事務補 205 204 パートタイム会計年度任用職員（事務補 205 パートタイム会計年度任用職員（事務補 205
個人情報保護審議会報酬 49 個人情報保護審議会報酬 25 17 個人情報保護審議会報酬 25 個人情報保護審議会報酬 25

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 268 合　　計 230 221 合　　計 230 合　　計 230
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 268 230 221 230 230

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72
正職員人件費 6,336 6,264 6,264 6,264 6,264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 219 205 205 205 205
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,604 6,494 6,485 6,494 6,494
(11)単位費用

3,302千円／回 3,247千円／回 6,485
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

個人が自分自身の情報について敏感になる中、職員一人ひとりが我孫子市個人情報保護条例を遵守し、市が保有している ●①事前確認での想定どおり
個人情報をより一層適正に取り扱い、個人情報の保護を徹底する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

個人情報の管理を適正に行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が保有する個人情報は、市が適切に管理する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 市が保有している個人情報を取り扱うため、市が自ら行わな □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ければならないため。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大リスクを考慮し、ファイリング維持管理点
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 50

検指導の実施回数を減少させたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,494 110 6,485 99.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大リスクを考慮し、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ファイリング維持管理点検指導の実施回数を減少させた

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03 ため。

回 10万円 0.02 66.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
個人情報保護条例の規定を遵守し、個人情報を適正に扱うことが必要であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 67 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 個人情報保護事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,494 千円 (うち人件費 6,264 千円）⑦事業費
総事業費 2,989 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市が保有している個人情報を適正な取り扱いすることにより、個人の権利利益を保護する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

・個人情報保護条例に基づき、



態、年齢別及び町丁字別の人口を明らかにし、各種行政施策の基礎資料とする。
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的
展開方向

、適切な文書管理を行います。
市町村における人口、世帯数、調査期日以前１月間における出生者数及び死亡者数、調査期日以前１月間に 調査期日の属する月の翌月の１５日までに提出する。
おける転入者数及び転出者数、年齢別、町丁字別の人口を毎月県に報告する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

報告数 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 実態と変化を明らかにする。 間接 期限までに提出する。 ％ 100 100

令和 3年度 実態と変化を明らかにする。 間接 期限までに提出する。 ％ 100

令和 4年度 実態と変化を明らかにする。 間接 期限までに提出する。 ％ 100

文書管理課統計担当は選挙管理委員会事務局と併任のため、選挙が重なる年は業務の負担が大きい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 41 需用費 28 28 需用費 28 需用費 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 41 合　　計 28 28 合　　計 28 合　　計 28
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 41 補助率 100 ％ 25 0 補助率 100 ％ 25 補助率 100 ％ 25
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 3 28 3 3

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.19 0.18 0.18 0.19 0.19
正職員人件費 1,672 1,566 1,566 1,653 1,653

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,713 1,594 1,594 1,681 1,681
(11)単位費用

142.75千円／回 132.83千円／回 132.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

千葉県統計調査条例及び要綱等に基づく県の委任事務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

関係各課と連携を図り、期限までに報告を実施。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に事務を執行。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,594 119 1,594 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.27

％ 10万円 6.27 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
千葉県統計調査条例による法定受託業務のため現状どおり推進。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 71 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 千葉県毎月常住人口調査、年齢別・町丁字別人口調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,594 千円 (うち人件費 1,566 千円）⑦事業費
総事業費 504 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図りま 県内に常住する人口の動



より、行政運営の
施策目的・

(2)目的 事業目的 効率を図る。公印を適切に管理する。庁内印刷文書について、一括対応を図り、経費の効率化を図る。
展開方向

市に到着する文書を一括して受領し、所管課へ配布する。書留等による特殊郵便物については、受領及び配 文書の収受－毎日随時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
布の経過を記録する。郵便料金計器を用いて、郵便物に郵便料金を印字し、対外文書を一括して発送する。   文書の発送－毎日随時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公印の保管及び使用承認を行うと伴に、所管課からの申請に基づき公印の新調、改刻・廃止の告示等を行い 当該年度 　  公印の新調・改刻・廃止の手続－随時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公印台帳を整備する。全庁からの印刷依頼に基づき印刷する。複写機・印刷機・裁断機・丁合機・郵便料金 執行計画 　　    印刷－随時

(3)事業内容 内　　容 計器等の共用機器を適切に管理する。

受領文書の所管課への配布、対外文書の発送、印刷を誤りなく行った 想定値 100当該年度
日数の割合 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 郵便物の各課への仕分け及び発送並びに依頼された印刷業務を適正に処理する。 直接 受領文書の所管課への配布、対外文書の発送、印刷を誤りなく行った ％ 100 100
日数の割合（誤りなく行った日数／開庁日数）

令和 3年度 郵便物の各課への仕分け及び発送並びに依頼された印刷業務を適正に処理する。 直接 受領文書の所管課への配布、対外文書の発送、印刷を誤りなく行った ％ 100
日数の割合（誤りなく行った日数／開庁日数）

令和 4年度 郵便物の各課への仕分け及び発送並びに依頼された印刷業務を適正に処理する。 直接 受領文書の所管課への配布、対外文書の発送、印刷を誤りなく行った ％ 100
日数の割合（誤りなく行った日数／開庁日数）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

コピー用紙、印刷機用インク他消耗品 3,617 コピー用紙、印刷機用インク他消耗品 3,378 3,198 コピー用紙、印刷機用インク他消耗品 4,178 コピー用紙、印刷機用インク他消耗品 4,178
複写機保守、裁断機等修理代 1,844 複写機保守、裁断機等修理代 1,711 1,393 複写機保守、裁断機等修理代 2,361 複写機保守、裁断機等修理代 2,361
別納郵便料金、切手、葉書代 13,000 別納郵便料金、切手、葉書代 12,607 11,645 別納郵便料金、切手、葉書代 13,707 別納郵便料金、切手、葉書代 13,707
印刷機等保守点検委託料 1,130 印刷機等保守点検委託料 973 973 印刷機等保守点検委託料 973 印刷機等保守点検委託料 973
嘱託職員報酬等（２号３人） 8,088 パートタイム会計年度任用職員（事務補 7,936 7,894 パートタイム会計年度任用職員（事務補 7,936 パートタイム会計年度任用職員（事務補 7,936
印刷機、複写機等使用料 2,811 印刷機、複写機等使用料 2,368 2,312 印刷機、複写機等使用料 2,368 印刷機、複写機等使用料 2,368

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 30,490 合　　計 28,973 27,415 合　　計 31,523 合　　計 31,523
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 30,490 28,973 27,415 31,523 31,523

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,480 3,480 3,480 3,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 8,086 7,936 7,936 7,936 7,936
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 34,010 32,453 30,895 35,003 35,003
(11)単位費用

340.1千円／％ 324.53千円／％ 308.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文書のやり取りが迅速かつ適切に行われるようにする。公印の使用は適正に、管理は厳重に行う必要がある。印刷につい ●①事前確認での想定どおり
ては、一括して行うことにより、所管課における印刷機・複写機のリース料、複写機の保守料金及びコピー用紙購入費の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 削減を図る。文書の発送については、発送を集約することにより各種割引制度を利用し、郵便料金の削減を図る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

文書の処理及び公印の管理を適正に行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の事務における基本的な業務であり、市が直接実施するこ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とにより、柔軟で効率的な対応が可能となっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各業務を適正に行ったことによる。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 32,453 1,557 30,895 95.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

消耗品費、修繕料及び通信運搬費が当初の見込みより少なかったため

4.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

％ 10万円 0.32 96.88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市の基礎的な業務であり、市が適切に対応する必要があるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 79 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 文書管理事務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 文書の収受・配布・発送、公印の管理及び印刷業務 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,003 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 35,829 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 32,453 千円 (うち人件費 3,480 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市に到着する文書を確実に所管課へ配布し、市が発送する文書を一括して発送することに



調査員の確保が厳しい現状を踏まえ、あらかじめ調査員希望者を登録するとともに、研修等に参加させ 県登録基準数（７０名）は超えているものの、登録調査員の死去や転居、登録継続拒否等による調査員の減
て調査員の資質の向上を図る。 少に対し、新規の登録調査員を募集し登録調査員数の維持を図る。また、令和２年度中に実施される東葛飾

当該年度 地区統計研究会の調査員合同研修会に調査員５名程度を参加させ資質向上を図る。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

県登録調査員数　 想定値 147当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 147

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 調査を円滑に行うため、登録調査員数の維持に努める。 間接 調査員登録基準数７０名に対する登録調査員数は超えているものの、 人 147 150
登録調査員の維持に努める。

令和 3年度 調査を円滑に行うため、登録調査員数の維持に努める。 間接 調査員登録基準数７０名に対する登録調査員数は超えているものの、 人 130
登録調査員の維持に努める。

令和 4年度 調査を円滑に行うため、登録調査員数の維持に努める。 間接 調査員登録基準数７０名に対する登録調査員数は超えているものの、 人 100
登録調査員の維持に努める。

個人情報対する関心の高まりから調査活動の困難さが増していく状況であり、調査員数を確保するのが難しい。
(7)事業実施上の課題と対応 統計調査の必要性を認識させていく中で、統計調査員としての重要性を周知させていく。調査員が高齢化しているため、若い世 代替案検討 ○有 ●無

代の調査員を確保する。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 22 22 需用費 22 需用費 22

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 22 22 合　　計 22 合　　計 22
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 22 0 補助率 100 ％ 22 補助率 100 ％ 22
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 22 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.13 0.13 0.14 0.14
正職員人件費 1,232 1,131 1,131 1,218 1,218

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,232 1,153 1,153 1,240 1,240
(11)単位費用

9.13千円／名 7.84千円／名 7.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

産業構造の変化、雇用構造の変化、少子・高齢化の進展、高度情報通信社会の到来等社会・経済の急速な変化に伴って、 ●①事前確認での想定どおり
ニーズに即した統計データの整備、調査データの迅速な提供など、統計に対する需要が増大している。一方、市民の価値 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 観の多様化、プライバシー意識の高まり、居住環境や生活形態の多様化等により、統計調査環境は一段と厳しさを増して ○要
   背景は？(事業の必要性) おり、統計調査員の確保難はさらに度を強めている。これらに対応し、円滑な統計調査の実施と統計の正確性を確保して ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

いくためには、統計調査員の確保およびその資質の向上を図っていくことがより一層重要となる。 公募・推薦の結果、辞退者数を補えた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
147 150 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

公募・推薦の結果、辞退者数を補えた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 147 98
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,153 79 1,153 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 13.01

人 10万円 12.75 98

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
統計調査員確保対策事業（国事業）による、法定受託業務のため現状とおり推進。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 84 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 統計調査員確保対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,153 千円 (うち人件費 1,131 千円）⑦事業費
総事業費 1,080 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

登録調査員数の確保並びに資質の向上を図ることにより、国の実施する統計調査の実施を円滑かつ容易にす
施策目的・

(2)目的 事業目的 る。
展開方向

統計



いて　　　　　　　　　  　　　　　　　 新規事件　　随時対応
１．担当課からの相談に応じ、法的なアドバイスを与える　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．顧問弁護士等に照会し、又は相談の機会を設け、市としての対応を検討する　　　　　　　　　　　　 当該年度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３．弁護士との委任契約の締結、連絡調整、報酬等の支払いその他の事務手続きを行う 執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　　

訴訟・相談発生件数 想定値 50当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 65

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 担当職員の法務能力の向上を図る。 直接 訴訟・相談完結率 ％ 100 100
（訴訟・相談完結件数／訴訟・相談発生件数）

令和 3年度 担当職員の法務能力の向上を図る。 直接 訴訟・相談完結率 ％ 100
（訴訟・相談完結件数／訴訟・相談発生件数）

令和 4年度 担当職員の法務能力の向上を図る。 直接 訴訟・相談完結率 ％ 100
（訴訟・相談完結件数／訴訟・相談発生件数）

訴訟法律事件の処理は、個別の案件ごとに担当課が直接顧問弁護士に相談・依頼することから、担当課限りの処理に終始しがち
(7)事業実施上の課題と対応 である。法律問題に対して広く全庁的・全市的な対応を可能にするには、法規部門が問題の所在及び処理状況を適宜把握しうる 代替案検討 ○有 ●無

態勢づくりが必要である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

顧問弁護士委託料 1,680 顧問弁護士委託料 1,711 1,711 顧問弁護士委託料 1,711 顧問弁護士委託料 1,711
法律相談業務委託料 221 法律相談業務委託料 223 223 法律相談業務委託料 223 法律相談業務委託料 223

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,901 合　　計 1,934 1,934 合　　計 1,934 合　　計 1,934
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,901 1,934 1,934 1,934 1,934

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 3,915 3,915 3,915 3,915

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,861 5,849 5,849 5,849 5,849
(11)単位費用

117.22千円／件 116.98千円／件 89.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政の活動分野の増大に伴い、自治体が当事者又は利害関係人となる訴訟及び法律事件の数は不可避的に増加し、内容的 ●①事前確認での想定どおり
にも多様化・複雑化する傾向にある。このため専門家による処理として、顧問弁護士制度を活用するとともに、法律問題 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ に対する全庁的・全市的な取組みを可能にするため、訴訟法律事件を総合的にコーディネートする本事業が不可欠である ○要
   背景は？(事業の必要性) 。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

行政事務の多様化に伴い、専門知識を必要とする行政相談が増加しているため、法的な助言により各所管課を支援する仕
組みが不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が当事者であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に処理したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,849 12 5,849 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.71

％ 10万円 1.71 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
法的助言による各所管課への支援により法令の適正な執行の実現を図る必要があるため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 85 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 訴訟事務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 訴訟事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,849 千円 (うち人件費 3,915 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

訴訟及び法律事件の法的な処理を通じて、適正な行政運営を行う。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

市が当事者又は利害関係人として関与する訴訟及び法律事件につ



脱漏等を防ぎ、調査結果の正確性を確保することによ
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的 って、国、県、市の計画、施策等の立案の基礎資料として資するために行う。
展開方向

、適切な文書管理を行います。
・県が開催する説明会に出席し、統計調査の内容を把握する。 ○学校基本調査　４月中旬調査依頼、５月上旬審査～提出
・県から通知された統計調査員数を選考し、県に対して推薦事務を行う。 ○工業統計調査　５月調査依頼、７月提出
・統計調査員に対して当該統計調査の活動内容を説明するとともに、送付された調査用品を仕訳し、調査員 当該年度 ○経済センサス調査区管理　事案発生事に提出
　に配布する。 執行計画 ○国勢調査　　　９月調査依頼、２月調査データ作成、提出

(3)事業内容 内　　容 ・調査期間中、調査員、調査活動における監督、指導を行う。
・提出された調査票の審査及び整理を行い、指定された期日に県に提出する。

基幹統計調査数 想定値 4当該年度
単位 調査

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 円滑な調査を実施し、指定された期日に調査票を提出することにより、計画、施策等を立案するための基礎資料に資すること 間接 県から指定された調査員数を確保し、指定された期日に調査票を提出 調査 4 4

令和 3年度 円滑な調査を実施し、指定された期日に調査票を提出することにより、計画、施策等を立案するための基礎資料に資すること － 県から指定された調査員数を確保し、指定された期日に調査票を提出 3

令和 4年度 円滑な調査を実施し、指定された期日に調査票を提出することにより、計画、施策等を立案するための基礎資料に資すること － 県から指定された調査員数を確保し、指定された期日に調査票を提出 5

個人情報に関する関心の高まりにより、調査客体の調査への拒否等の増加や統計調査員の確保が困難になってきたため、統計調
(7)事業実施上の課題と対応 査時は広報やホームページ等で広く市民に周知していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

職員手当 117 職員手当 1,145 858 職員手当 139 職員手当 139
賃金 157 会計年度任用職員報酬等 5,438 6,390 会計年度任用職員報酬等 157 会計年度任用職員報酬等 157
報償費（調査員、指導員） 4,259 報償費（調査員、指導員） 49,861 42,917 報償費（調査員、指導員） 1,712 報償費（調査員、指導員） 1,712
旅費 304 旅費 431 149 旅費 150 旅費 150
需要費 121 需要費 570 883 需用費 100 需用費 100
役務費 99 役務費 886 1,185 役務費 150 役務費 150
委託料 1,181 委託料 7,287 2,673 委託料 131 委託料 131

実施内容 使用料及び賃借料 239 228

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,238 合　　計 65,857 55,283 合　　計 2,539 合　　計 2,539
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 80 ％ 5,010 補助率 85 ％ 69,498 0 補助率 80 ％ 2,273 補助率 80 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,228 △3,641 55,283 266 2,539

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.04 0.94 0.94 1.04 1.04
正職員人件費 9,152 8,178 8,178 9,048 9,048

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 157 157 0 157 157

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,390 74,035 63,461 11,587 11,587
(11)単位費用

3,078千円／調査 18,508.75千円／調査 15,865.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

統計法に定められた基幹統計を作成するための基幹統計調査であり、地方自治法に基づく法定受託事務である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令等に基づき、適切に事務を実施。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 該当なし。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(調査) 目標値(b)(調査) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(調査) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令等に基づき、適切に事務を実施。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 74,035 △58,645 63,461 85.72
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

コロナ禍での実施のため、消耗品費・通信運搬費が増加した。

△381.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

調査 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
統計法に規定する基幹統計調査であり、法定受託業務のため現状とおり推進。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1657 課コード 0104 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・文書管理課

個別事業 基幹統計調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.94 人）
(1)事業概要

(当　初) 74,035 千円 (うち人件費 8,178 千円）⑦事業費
総事業費 2,413 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図りま 統計法に基づき実施される統計調査において、重複、


